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男性の育児への参加促進に向けて

　株式会社コーソルは、2004年に事業を開始し、現
在18年目のIT企業です。データベースを中心とした
ITインフラに関する技術サービス、コンサルティン
グの提供、製品の販売などを行っています。従業員数
は現在約150人で、男性が６割、女性が４割とIT業界
としては、比較的女性が多めの会社です。
　企業理念は、社名の由来になっている「CO-
Solutions、共に解決する」です。企業理念を前提と
して、当社が目指すビジョンは、２つあります。
　１つ目は、システムインフラに関して、心あるサー
ビスの会社としてナンバーワンになるということ。も
う１つは、コーソルの社員であることが世界一幸せな
会社になるということです。お客様だけでなく、社員
にとっても働きやすい会社を目指しています。

社員の声を取り入れた取り組み

「共に解決する」姿勢に基づく取り組み

　本日は、中小企業における男性育児休業取得推進の
取り組み事例についてお話ししますが、
前提として、男性の育児休業取得者を増
やそうとして取り組んできたわけではあ
りません。共に解決するという姿勢のな
かで、対話の時間を大切にし、その時出
てきた社員のニーズに対して、会社がで
きることを取り組んできました。
　育児休業の取得率はシート１のとおり
です。2021年度は、現時点で男性の育
児休業取得率が100％、平均取得日数が
58日となっています。まだ社員数も多
くないため、毎年の母数が少なく偏りは
ありますが、さまざまな取り組みを実施
してきた結果であると考えています。

社員の声から制度を導入

　まず、具体的な取り組みについてお話しします。
　「全社員面談」という、全社員が社長と年１回、人
事担当と年１回、30分～１時間ほどの１対１の面談
を実施しています。会社に対する考えをヒアリングす
ることで、社内の課題発見や、職場環境の改善を図っ
ています。ヒアリングした内容から、社員のニーズを
反映し、具体的には、給与テーブルの見直しや育児支
援手当の導入、正社員登用の促進、時間有給休暇取得
の制度の導入などを行ってきました。また、体調不良
などによる早期退職を防ぐ役割も担っています。その
ほかにも社員の声を聞くために、目安箱の導入や、従
業員満足度調査を行っています。
　次に、育児に関する制度についてです。当社では、
育児短時間勤務制度が、子どもが小学校を卒業するま
で利用できます。法律では３歳までですが、社員の声
を受けて変更いたしました。延べ19人、現時点（2021
年10月）では11人の社員がこの制度を利用しています。
また、育児により時間制約のある社員が安心して働け
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シート１ 育児休業取得状況
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るよう、時短勤務によって減る給与額の半分を補填す
る育児支援手当制度も導入しています。
　在宅勤務制度は2017年のトライアル運用を経て、
2018年から、育児、介護、傷病などの理由がある社員を
中心に利用されてきました。2019年10月時点では、
社員全体の15％程度が利用していましたが、コロナ禍
に伴い、全従業員が在宅勤務をできる状況となりまし
た。現在検討中ですが、今後も在宅勤務とオフィス勤
務を併用するハイブリットな働き方を想定しています。

男性に向けた育休の推進

経験者の話で仕事と育児の両立する 
イメージを共有
　ここまでの制度は、特に男性向けというわけではあ
りません。ここからは当社の男性社員に向けた取り組
みを紹介します。
　男性社員から、育児休業に関して、興味はあるけれ
ども、実際取るにはどうしたらいいのかという声があ
がったので、社内で座談会や育児休業セミナーを開催
しました。座談会は、実際に育児休業を取得した男性
社員によって実施し、その様子を社内報に公開するこ
とで、男女ともに育児を両立できるようなイメージを
醸成していきました。
　また、育児休業セミナーでは、実際に育児休業を取
得した男性社員に登壇してもらい、取得までの流れや、
制度について説明をしてもらいました。また、どの社
員が取得したか分からないといった意見から、社内の
育児休業取得者をリストアップして公開すること
で、話を聞きたい社員が直接気軽に相談できるよ
うな環境も整えました。こうした取り組みが、男
性自身が育児休業を取れると思えるようになると
ともに、育児休業の申出を快く受け入れてくれる
ような職場環境、風土の醸成につながっていると
考えています（シート２）。

実際に取得した社員のコメント

　第１子の誕生時に１カ月程度の育児休業を取得
し、セミナーで講師も務めた社員は、「育児休業
中は初めての子育てで大変だったけれども、育児
を経験することでその喜びと苦労を知ることがで

きました。また、妻と共通の認識を持てたことがその
後の生活に大きく影響しました。子どもの成長を見
守って、一緒に過ごす時間を持てたことは何よりかけ
がえのないものです」とコメントしました。育児休業
を取得することは、男性自身にとっても、とてもよい
影響があるのではないかと思っています。

仕事と育児の両立ができる風土へ

　ここまでご紹介した取り組みの結果は、シート３の
とおりです。
　育児休業の取得率は５年前と比較して伸び、一方で、
離職率は下がっています。当社では、離職の理由が育
児という人はほとんどいないため、一概に男性の育児
休業の取得率の向上が離職率の低減につながったとは
言い切れませんが、何もしなければ退職につながって
いた可能性もあります。そういった意味では非常に効
果があったのではないかと捉えています。そして男性
であっても仕事と育児を両立できるという風土が育っ
ていると感じています。

社員全員が働きやすい環境を目指す

　次は、私たちが考える取り組み推進のポイントにつ
いてです。
　育児休業取得に限った話ではありませんが、制度が
あるというだけでは難しいと感じています。シート４
にあるように、社員と対話して必要なニーズを把握す
ること、それを基に制度の導入や、改定をしていくこ
と、制度が定着するように風土を醸成し、運用してい
くこと、これらをうまく循環させることによって、社

シート２ 取組事例

∎ 「イクメン座談会」実施 2013年～
∎ 「育休セミナー」実施 2019年～
男性の育休取得経験者が体験談を語ることで、
男女共に仕事と育児を両立できるイメージを共有
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員全員が働きやすい環境をつくっていけると考え
ています。
　一方で、会社が継続的に利益を上げていくため
には質の低下というものは避けなければなりませ
ん。育児休業取得者自身が業務の可視化や効率化
を図って、自分でなくてもできることを増やし、
業務を共有していくこと。会社として、誰が抜け
ても、品質を担保できるような仕組みをつくるこ
とも大切だと考えています。お客様に質の高い
サービスを継続的に提供していくこと、社員全員
にとって働きやすい環境をつくっていくこと、そ
の２つを両立するために、個人と会社の両方が協
力して取り組んでいく必要があると思っています。

今後の展望

お互いが協力し合える会社

　最後に、今後の課題を３点お話しします。
　１つ目は、法改正に伴う仕組みの整備です。今
までは風土と雰囲気で取得を推奨してきましたが、
今後は育児休業取得を働きかけることが義務とな
ります。誰でも同じように対応できるよう、社内
に仕組みを整えていくことが非常に大切だと考え
ています。
　２つ目は、風通しの良い風土を維持することで
す。ここまで社内で育児休業が浸透したのは、社長や
社員同士の距離が近いという、中小企業ならではの利
点を生かせたからだと思います。今後、従業員数が増
え、企業規模が大きくなっても、社員の声が届く風通
しのよさを維持し続けることが大切だと考えています。
　３つ目は、ほかのメンバーの納得感です。多くの会
社が抱えている課題だと思いますが、休みに入る人の
補填というのは、決して容易ではありません。現在も
運用していますが、人事評価の仕組みに反映するなど、
サポートするメンバーも納得できるような仕組みを整
えていくことが大切だと考えています。
　今回は、育児についてお話ししてきましたが、育児
に限らず、介護や傷病での休職などは誰にでも起こり
得ることです。事前にタイミングが分かる育児とは異
なり、介護や傷病は突然起こる可能性も高いです。ま
た、長めに休暇を取ってリフレッシュしたい社員もい

ますし、今後はオフィスと在宅の両方を活用した働き
方も増えていきます。そうした個人の置かれている状
況や働く環境がさまざまになっても、お互いが協力し
合い、それが評価される、そんな会社であり続ける必
要があると思っています。
　当社は男性の育児休業取得者を増やそうとしたわけ
ではなく、共に解決するという姿勢のなかで、社員と
の対話を大切にし、さまざまな取り組みを実施してき
たことが、このような結果につながっていると思って
います。まだまだの部分はたくさんあり、時とともに
ニーズも変わってくることが想定されます。社会、お
客様にクオリティの高いサービスを提供し続けられる
よう、これからも社員との対話を大切にし、共に解決
していきたいと思っています。
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